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2017年10月30日（月）
平成29年度エネルギー講演会
主催：九州経済連合会、日本原子力学会九州支部



本日の内容

世界の環境エネルギー政策

脱炭素への動き

日本の環境エネルギー政策
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2020年以降の新しい国際枠組み

2016年11月4日 「パリ協定」発効

• 主要排出国を含む196の締約国・地域が削減目標を
2023年から5年ごとに提出・更新、実施状況を報告し
、レビュー（評価）を受ける。

• 世界共通の長期目標として、2℃目標のみならず
1.5℃に向けた努力、速やかな排出のピークアウト

• 今世紀末には、排出ゼロを目標とする。

• 先進国から途上国に引き続き支援するとともに、途
上国も自主的に資金を提供する（2025年までの先進
国から途上国への新たな資金動員目標を2025年に
先立ち1000億ドルを下限として設定する）
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6月1日
「パリ協定」離脱を宣言
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米国第一エネルギー計画
An America First Energy Plan

エネルギー政策の中核は、国内エネルギー生産の拡大と

米国のエネルギー自給の確立

• エネルギー自給の確立、年間50万人の雇用創出、300
億ドルの賃金上げ、エネルギー価格の低下

• 米国のシェール、石油、ガス、クリーンコール資源開発

• OPECカルテルや米国の利害に敵対する国々からの輸
入を不要に。

• 連邦所在地（陸域、海域）のエネルギー資源開発への
開放

• 石炭産業の復活
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ドイツの温暖化対策

• 政府は、2020年までに1990年比で40%削減、2030年までに
55%、2050年までに95%削減する目標を設定

• 2022年までに段階的に原発を廃止し、再エネの電力比率を
2025年までに40～45%に高める計画。しかし、電気料金が高

くなりすぎているのが大きな課題。ＣＯ２排出が再エネが増え
ているのに石炭火力のバックアップで増えている年もある。
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メルケル首相



ドイツが2020年目標未達の可能性

ドイツ環境省が
2020年削減目標
△40％に対して、
31.7～32.5％と大

幅未達となる見通
しについてまとめ
た内部資料のリー
ク記事の報道

7出典：climate home news



フランス
温暖化対策を積極的に推進

8

• オランド前政権時、２０１５年
８月に施行された「エネルギ
ー移行法」は、現行７５％以
上の原子力発電を２０２５年
までに５０％まで減らし、再エ
ネを２０３０年までに４０％ま
で増やす目標。マクロン大統
領も同法を継承の見通し

• 英国と同様の原子力新設の
ための電気料金の買取制度
も検討

マクロン大統領



2040年にガソリン車、ディーゼル車の販売
禁止へ EV普及を促進

• フランスのユロ環境相が2040年

までに国内でのガソリン車、ディ
ーゼル車の販売を禁止する方
針を表明

• 地球環境への影響に配慮し、電
気自動車（EV）普及

• 2022年までに石炭火力を停止

• 最終的に2050年までに国全体
での二酸化炭素（CO2）排出量を

差し引きゼロにする「カーボンニ
ュートラル」を目指す。
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ルノーのシティEV「Twizy」



イギリスもガソリン車とディーゼル車の
新規販売を2040年から禁止

• 地球温暖化対策と大気汚染対策

• ７月２６日、英国のゴーブ環境相が正式発表。
「ほぼ全ての自動車とバン」のCO2排出ゼロを
２０５０年までに実現すると公約

• 英国では今年上半期に電気自動車とハイブリ
ッド車の販売が約３０％増加したが、新車登録
に占める割合は５％未満

10



イギリスのエネルギー事情

• 2020年までに原子力発電所の5分の1が閉鎖する見通
し。それを補うため、2030年までに16ＧＷの新設計画

• 差額決済契約付固定価格買取制度（FIT-CfD)で、20年
ぶりの原子力発電の新設で電力需要のひっ迫とCO2排
出削減策を図る。
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中国 温暖化対策として
石炭火力からゼロエミッション電源へシフト

• 2030年に国内総生産（ＧＤＰ）当たりの二酸化炭素（ＣＯ2）排
出量を05年比60～65％減らす削減目標

• 火力発電所の排出ガスには酸性雨の原因、硫黄酸化物（
SOx）や窒素酸化物（NOx），煤塵（ばいじん）等の大気汚染物
質が含まれ、ＰＭ２．５問題を引き起こし、健康問題に悪影響
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• 2016年の世界のクリーン
・エネルギーへの新規投
資は、18％減の2875億ド
ル。中国は前年比26％減
の878億ドル、日本は同
43％減の228億ドル

• 中国では電力への需要が
頭打ちになりつつあり、既
に設置された再エネ電源
をフル活用するため、送
配電網への投資や電力
取引市場の改革に注力

世界の再エネ投資、2016年は約29兆円

引用：日経ＢＰクリーンテック研究所



再生可能エネルギーの課題
課題 現状 検討課題

コスト

世界的に急速にコスト低減
が進む一方、日本は国際
的に高い水準

 新ＦＩＴ法等によるコスト低減
 コスト低減した電源の有効活用
―蓄電池、再エネ自家消費のあり方
―買取期間が終了した後の電源（特に住

宅用太陽光）が安定的な売電を継続する
ための手続き

系統制約

すでにスムーズに接続でき
ない案件が多数発生

 系統制約の克服
―既存系統の最大活用、増強、その場合
の費用負担法
―出力制御ルールのあり方、調整力確保
とそのコスト回収、託送コスト

規制・立地制約

規制や立地制約等により、
リードタイムの長い電源の
導入が遅れている

 更なる新規導入拡大
―地元の理解促進、アセス等関係規制の
調整
―電源ごとの課題への対応

14参照：資源エネルギー庁



一次エネルギーをめぐる状況の推移
（震災前後）
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自給率

2010年 20%
↓

2014年 6%

化石燃料依存度

2010年度 62%
↓

2014年度 88%

エネルギーコスト
電気料金の総額

2010年度 15兆円
↓

2014年度 18兆円

CO2排出量
（エネルギー起源）

2010年 11.4億t-CO2
↓

2014年 11.9億t-

CO2

参照：資源エネルギー庁



長期エネルギー需給見通し
（エネルギーミックス）

2015年7月策定
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電力コスト

自給率

現状よりも引き下げる

３Ｅ＋Ｓに関する政策目標

温室効果ガス
排出量

欧米に遜色ない
温室効果ガス削減目標

安
全
性
が
大
前
提

安
全
性

震災前（約２０％）を
更に上回る概ね２５％程度

２０３０年度

再エネ
２２～２４％程度

原子力
２２～２０％程度

ＬＮＧ２７％程度

石炭２６％程度

石油３％程度

水力８．８
～９．２％程度

風力１．７％程度

地熱１．０
～１．１％程度

ベースロード比率
：５６％程度

太陽光
７．０％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
３．７～４．６％程度

電源構成電力需要

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対策前比▲17%）

電力

２０３０年度２０１３年度（実績）

経済成長
１．７％／年

電力

９，８０８億kWh９，６６６億kWh １０，６５０億kWh（電力需要＋送配電ロス等）

 安全性の確保を大前提としつつ、安定供給、経済効率性、及び環境適合に関する具体的な政策
目標を同時に達成するエネルギーミックスを本年7月に策定。

2030年の電力のエネルギーミックス

エネルギーミックス関する政策目標



原子力発電所のいま
• 九州電力川内原発1号機、2号機、再稼働

• 四国電力伊方原発3号機、再稼働

• 高浜原発4号機が今年5月、3号機6月に再稼働

• 九州電力玄海原発3、4号機と関西電力大飯原発3、4

号機が原子力規制委員会の審査に合格しており、
2018年にも運転再開の見通し

18川内原子力発電所



新旧の規制基準
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新規制基準は2013年7月施行



環境、エネルギー、経済のバランス

• 私たちの生活のライフラインであるエネルギー
が安定的が供給されること

• 多様なエネルギーを備える。

• パリ協定を遵守し、環境問題を先送りせず、
CO2抑制に向けた対策を進める。

• 暮らしへの影響を考え、エネルギーコストが増
大しないようにする。
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